
総合評価結果に基づく企画提案事項に関する特記仕様書 

（○○○○清掃業務） 

 

 受託者は、入札の際、委託者に提示した企画提案事項について、誠実にこれを履行する

こととし、その履行を確保するため下記のとおり約定する。 

 

記 

 

１ 提示を受けた企画提案事項 

⑴ 履行体制に関する事項 

ア ビルクリーニング技能士（１級）又は実務経験６年以上を有する者の配置に関する

こと【入札時評価点：●点】 

【週 15 時間以上 又は 週 10 時間以上】日常清掃に従事する者（受注者の指揮命

令下にある者に限る。）で、かつビルクリーニング技能士（１級）の資格を有する者

又は実務経験６年以上を有する者を配置すること。 

なお、有資格者等本人が、私傷病等により１月以上の長期休暇(休職)となる状態

が想定されたときは、速やかに代替者を配置すること。なお、その長期休暇(休職)

中にあっては、提案した有資格者等とは異なる資格者であっても良いこととする。 

イ 従事者人員配置量に関すること【入札時評価点：●点】 

別紙「仕様書」に基づく日常清掃に従事する労働者(受注者の指揮命令下にある者

に限る。)について、１日当たりのその配置量(延配置時間)を、○○○時間以上とす

ること。 

「１日当たりのその配置量（延配置時間）」は、仕様書に基づく日常清掃（通年行

う業務に限る。）に従事する土曜日、日曜日、「国民の祝日に関する法律（昭和 23 年

法律第 178 号）」に規定する休日及び年末年始（12 月 29 日～1月 3日）を除く平日１

日当たりの人員配置延時間（休憩時間を含まない実労働時間から算出）をいうものと

する。 

ただし、労働者のやむを得ない事情（急病、弔事等）や休暇の習慣が一般的な時期

(ゴールデンウィーク、お盆、年末年始など)により一時的に欠員が生じ、受託者から

作業日報等で適切な報告がなされた場合であって、委託者が認めたときは、上記の時

間を下回ることができるものとする。 

なお、私傷病等による労働者の長期休暇(休職)により配置量を満たすことができな

い状態が１月以上想定される場合は、委託者に承認を受けること。なお、この場合で

あっても仕様書に基づく業務を行う必要がある。 

⑵ 履行実績・技術等に関する事項 

 建築物衛生事業登録に関すること【入札時評価点：１点】 

日常作業を実施する営業所等において、「建築物における衛生的環境の確保に関する

法律」（昭和 45 年法律第 20 号）第 12 条の２第１項第１号（建築物清掃業）又は同第８

号（建築物環境衛生総合管理業）の規定に基づく登録を継続して受けること。 

⑶ 履行品質の維持・向上に関する事項 



ア トイレの小便器及び大便器における臭い、汚れ対策【入札時評価点：２点】 

受託者から提案のあった内容に基づき実施するとともに、その実施結果を、委託者

に対して書面により報告すること。 

イ 自主検査体制に関する事項 

(ｱ) 自主検査における資格者の配置【入札時評価点：●点】 

別紙「仕様書」に定める自主検査の実施に当たり、【建築物清掃管理評価資格者

(受託者が直接雇用する者に限る。)又は建築物清掃管理評価資格者になるための資

格所有者（ビルクリーニング技能士１級、清掃作業監督者、建築物環境衛生管理技

術者又は統括管理者のいずれかの資格を有する者）（受託者が直接雇用する者に限

る。）】による検査を行うこと。 

(ｲ) 品質評価の数値化(見える化)に関すること【入札時評価点：●点】 

別紙「仕様書」に定める自主検査の実施の都度、受託者より提案のあった測定対

象がそれぞれ相違する測定機器(計●台)を活用し、清掃効果(清掃前及び清掃後の

測定数値)を確認できる報告書を提出すること。 

なお、提案のあった測定機器(臭気計を除く。)とは異なる測定機器を活用したい

場合は、予め委託者の承認を得ること。 

⑷ 公平な待遇に関する事項 

ア 従事者の平均支払賃金（時間給）に関すること【入札時評価点：●●点】 

提案する業務の日常清掃作業に週 20 時間以上直接かつ恒常的に従事する者に支給

する賃金（時間給相当額）について、平均○○○円/時以上を満たすこと。 

※「賃金（時間給相当額）」とは、厚生労働省が示す「支給される賃金が最低賃金額

以上かどうかを確認する方法」に基づき算出された１時間当たりの賃金をいう。 

イ 健康診断の実施に関すること。【入札時評価点：１点】 

提案する業務の日常清掃作業に直接かつ恒常的に従事する者には、労働安全衛生法

に基づく定期健康診断（労働安全衛生規則第 44 条）について、法令上の義務が無い

場合にあっても、その受診できる場と機会を与えること。 

⑸ 研修体制に関する事項 

ア 年１回以上の研修実施に関すること【入札時評価点：１点】 

履行期間中、清掃現場の従事者に対して、清掃業務に係る研修を年１回以上実施す

ること。 

イ 研修の内容に関すること【入札時評価点：１点】 

上記アの研修について、厚生労働大臣の登録を受けた機関の主催又は当該機関の証

明を受けるものであること。 

ウ 実務研修に関すること【入札時評価点：１点】 

上記アの研修について、当該業務の履行場所現地で実務研修を実施するカリキュラ

ムを含めること、又は上記アの研修とは別に当該業務の履行場所現地で実務研修を年

１回以上実施すること。 

⑹ 企画提案事項の報告 

受託者は上記⑴～⑸の履行状況について、別紙「特記仕様書に係る履行報告書（月

報）」により、次の書類を添付して委託者に報告すること。 



ア 上記⑶に関わる実施報告書 

イ 上記⑸に関わる実施報告書並びに研修の日時及び内容が分かる資料、また、厚生労

働大臣の登録を受けた機関主催の研修又は当該機関の証明を受ける研修の場合は修

了証書若しくはその他の証明書の写し。 

ウ その他 

上記ア及びイに掲げるほか、受託者が入札の際履行期間中に実施する旨を企画提

案した事項。なお、その内容に変更が生じたときは、その都度、変更後の内容を委託

者に報告すること。 

 

 

 

２ 履行状況等を確認するための書類の提出 

委託者は、履行検査の一環として、上記１に掲げた企画提案事項の履行状況及び必要

に応じ労働者に関する労働社会保険諸法令の遵守状況を確認することができるものとし、

受託者は、委託者からの求めに基づき、次のとおりこれに応ずるものとする。 

⑴ 確認の実施 

  確認が必要な場合は、原則として以下のスケジュールで行う。なお、委託者は、確認

の実施を決定したときは、その旨受託者に通知するものとする。 

 ＜確認スケジュール及び対象期間＞ 

  第１回：令和９年２月（令和７年 12 月１日～令和８年 11 月 30 日分） 

  第２回：令和 10 年２月（令和８年 12 月１日～令和９年 11 月 30 日分） 

  第３回：令和 11 年２月（令和９年 12 月１日～令和10年 11 月 30 日分） 

⑵ 確認に係る関係書類・帳票等の整備 

受託者は上記⑴の確認のため、仕様書に定めるもののほか、次に掲げる関係書類・帳

票等を委託者が指定する期日までに提出すること。なお、提出にあたっては、月報等、

業務履行検査時の提出書類との整合を十分に確認すること。 

ア 雇用契約書（雇用条件書を含む。雇用契約締結時以降において、雇用条件等に変更

があった場合、変更内容を記載し労働者に交付した「雇用条件（変更）通知書」の事

業者控も含む。） 

イ 賃金台帳（確認対象期間に係る賃金支給状況が確認できるもの） 

ウ 就業規則 

エ 出勤簿、シフト表（確認対象期間に係る出勤状況が確認できるもの） 

オ 社会保険（雇用保険、厚生年金保険等）の加入状況が確認できる書類 

カ 健康診断の受診日が確認できる書類（今後予定される場合はそのお知らせ文等） 

キ 時間外・休日労働に関する協定書（36 協定） 

ク 変形労働時間制に係る協定書（変則勤務の場合のみ） 

⑶ その他留意事項 

  「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」（昭和

60 年法律第 88 号）に基づき、派遣労働者を活用して当該業務に従事させる場合は、特

記仕様の履行等に関し協力が得られるよう、派遣元等に対し必要な措置をとること。 

注）上記１に掲げる事項は、落札者の企画提案に応じて加筆し、又は削除する。 



 

３ 企画提案事項が履行されないときの措置 

⑴ 委託者は、上記１に掲げる事項（以下「約定事項」という。）について、受託者が正

当な理由なく履行しないときは、受託者に対し、是正をするよう指示することができ

る。この場合、委託者は文書により指示するものとする。 

⑵ 上記⑴の通知を受けた受託者は、速やかに改善に取り組むとともに、通知日より 30

日以内に改善状況を文書で委託者に報告しなければならない。 

⑶ 委託者は、受託者が上記⑴の指示に従わない、又は約定事項の性質上、是正をする

ことができないことが明らかであると認めるときは、入札の際に評価項目の評価に係

る審査結果により得られた評価点と、実際の履行内容をもとに算定した評価項目の評

価点との差を算出し、その差の合算点を、委託者が認めた日から起算して１年間に開

札を行う建物清掃業務に係る総合評価一般競争入札において、受託者における総合評

価点から減ずるものとする。この場合、委託者は受託者に文書により通知するものと

する。 

⑷ 上記⑶は、受託者が事業協同組合等であるときは、当該事業協同組合等のすべての

組合員にも適用し、当該事業協同組合等の組合員が単独で入札に参加する場合にも上

記⑶の措置を行うものとする。 

⑸ 上記⑶及び⑷の減点措置は、市長及び企業管理者が発注する建物清掃業務に係る総

合評価一般競争入札のすべての案件について適用することとし、同号における「委託

者」とは、市長及び企業管理者をいう。 

⑹ 委託者は、上記⑴の指示を受けた受託者が、その指示に従わず、約定事項の履行の

見込みがないと認めるときは、受託者に対し、札幌市競争入札参加停止等措置要領（平

成 14 年４月 26 日財政局理事決裁）に基づき参加停止措置を行うことができる。 

⑺ 委託者は、上記⑹の場合において、参加停止措置の有無にかかわらず、受託者に対

し、請求金額から履行しない割合に相当する金額を減額することができる。 

⑻ 委託者は、上記⑴の指示を受けた受託者が、その指示に従わず、約定事項の履行の

見込みがないと認める場合であって、契約を継続し難い重大な事由があると認めると

きは、契約を解除することができる。 

 


